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温泉法第２条、第１
３条

温泉法第２条により規定された温泉
を公共の浴用又は飲用に供しようと
する者は、都道府県徒事の許可を
受けなければならない。

c －

人為的な処理により製造されるいわ
ゆる濃縮温泉水については、その
製造過程において、性状が大きく変
更されることから、温泉法に規定す
る温泉には該当しない。
　なお、要望理由にあげられてい
る、「効果効能」の表示については
温泉法上特段の規定はないことを
申し添える。

z1300001 環境省 濃縮温泉水を温泉法に基づく温泉
と同等に取り扱ってもらいたい。 5008 50080001 11 株式会社　ヒ　ロ 1 濃縮温泉水を温泉法に基づく温泉

と同等に取り扱ってもらいたい。

・濃縮温泉水を温泉法　に基づく温泉と
同等に扱ってもらいたい
・濃縮温泉水は、天然温泉を水分のみ
蒸発させているので、成分外の損傷は
殆どなく、水道水等で希釈するとほぼ
源泉成分に戻る。（９５％以上）
・現行の温泉法による温泉は、ろ過循
環、水による希釈、塩素酸ナトリュウム
の投入も全て温泉と称して許可してい
る。
・濃縮温泉水は、人為的に手を加えて
いるために「温泉法の範疇にない」とさ
れている。
・現在の温泉施設の温泉水の大半は
人為的に手を加えているがこれは〃法
〃の基の温泉であるとしているが「濃縮
温泉水」は認められない。
・温泉法は、掘削に伴うこと以外に罰則
規定がない。

・濃縮可能な範囲で全国の温泉地にお
いて天然温泉を生かして可能な限り
「全国温泉シリ－ズ」を作り、濃縮し、コ
ンパクトにして輸送コストを削減し、消
費者に確かな温泉の提供をしたい。
・温泉療法医の要望もあるので、特に
アトピ－性皮膚の患者さんの自宅での
温泉療法と、アフタ－ケア－の役に立
ちたい。
・アトピ－性皮膚炎の患者さんは、ろ過
循環し塩素投入した温泉で治療はでき
ない。
・天然温泉の保護と、本物温泉にこだ
わりを持って温泉を扱いたい。
・濃縮温泉の効果効能を消費者に明確
に表示し、人々の健康のためにの本物
温泉を提供たい。

・濃縮温泉水を温泉療法に取り入れた
いのであるが、「濃縮温泉水」は温泉法
に基づく温泉でないためにその効果効
能を表示できないために医療機関等が
導入してくれない。
・同様の理由で公的機関の導入をして
もらえない。
・温泉療法医との取り組みで、アトピ－
性皮膚炎の自宅温泉治療法目的に使
う場合、通常の温泉水を使う場合、一
度に大量の温泉を用意しなければなら
ず困難である。この解決策として温泉
水を濃縮して輸送できるよう考案した。
・「濃縮温泉水」を自宅で水道水で希釈
して源泉成分に戻すことができ、医学
的にも温泉効果を生かすことができる。
これが何より重要であるため温泉の効
能効果と温泉成分表示を明確にして消
費者を安心させたい。

１．「濃縮温泉水」に関
する温泉法の疑義につ
いて（照会）
２．「濃縮温泉水」につ
いて（回答）
３．「濃縮温泉水」に関
する温泉法の疑義につ
いて（回答）
４．「濃縮温泉水」に関
する温泉法の疑義につ
いて（事務連絡）
５．「濃縮温泉水」につ
いて（回答）
６．「濃縮温泉水」につ
いて（回答）　　７．温泉
表示に関する実態調査
報告書　　（報道発表資
料）　　８．「濃縮温泉水」
について（回答）　　９．
「濃縮温泉水」について
（回答）　　　10．景品表
示法に基づく対応につ
いて（回答）
11．～15．新聞記事

使用済自動車の再
資源化等に関する
法律

来年１月以降、自動車所有者は自
動車リサイクル料金を原則、新車購
入時、継続車検時、また引取時に
預託する義務が生じる。

b

　自動車リサイクル料金は、当該車
両が使用済みとなった時点から費
消されるため、その性格上、会計上
の費用処理もその時点でとなる。レ
ンタカーの乗り逃げの場合も、リサ
イクル料金は、使用済みとなった際
に、リサイクルにかかる費用として
費消されるシステムとなっている。し
かし、自動車の乗り逃げ、盗難等の
際の、当該車両のリサイクル料金の
取扱いについては、今後、整理を行
う必要はあると考えている。

z1300002 環境省 レンタカーの乗逃げ車両のリサイク
ル費用（預託金）の費用化 5015 50150001 11 オリックス・レンタカー株式会

社 1 レンタカーの乗逃げ車両のリサイク
ル費用（預託金）の費用化

預託金については､最終所有者が使用
済み車両を引き取り業者へ渡したとき
に費用化ができるとあるが、乗逃げ車
両については規程がない。乗逃げの場
合は、「乗り逃げ証明」などの方法で抹
消し、預託金の費用化を認めてほし
い。

乗逃げ車両は、発見されない限り費用
化ができないため、永久に預託金が消
えない。企業の経理処理として現実と
かけ離れた処理であり、不自然であ
る。

廃棄物処理法第１
４条、第１５条、第１
８条、第1９条等

産業廃棄物処理業の許可及び産業
廃棄物処理施設の設置許可並びに
立入検査、報告徴収、改善命令及
び措置命令等の産業廃棄物行政に
係る権限は都道府県知事（保健所
設置市にあってはその市長。）に委
ねられている。

c

産業廃棄物処理業及び産業廃棄物
処理施設の設置については、産業
廃棄物の処理は広域的な処理を前
提として行われていること、産業廃
棄物処理施設の設置許可に当たっ
ては周辺地域の生活環境保全を確
保する必要があり、かつ相当量の
事務負担を要すること等から、都道
府県知事（保健所設置市にあって
は、市長）による許可制としていると
ころであり、都道府県に準ずる能力
を有すると見込まれる保健所設置
市以外の市町村に権限を委譲する
ことは適切ではないと考える。

z1300003 環境省 産業廃棄物に係る許可権限の市町
村への委譲 5023 50230002 11 愛知県津島市 2 産業廃棄物に係る許可権限の市町

村への委譲

廃棄物の処理及び清掃に関する法律
の規定による産業廃棄物の処理に係
る包括的な権限を市町村に委譲しよう
というもの

廃棄物処理法は、一般廃棄物を市町
村、産業廃棄物を都道府県と所管を区
分しているが、ごみ問題の大きなウェイ
トを占める産業廃棄物の不適正な、あ
るいは不法な処理・処分の原因のひと
つは、現場を抱え市民の第一報を受け
る市町村に権限も機能もなく、都道府
県が対応を始めたときには取り返しの
つかないほど事態が深刻化することに
あると考えられる。
廃棄物の不適正･不法な処理によって
煤塵、悪臭、土壌･地下水汚染など深
刻な生活環境の汚染に苦しんでいる住
民を前に現行法の下では市町村は対
応ができないが、市町村にその権限を
与えることによって環境被害を迅速に
処理することができる。
都道府県には、産業廃棄物の市町村
域を超えた収集運搬・処理処分の流れ
全般を管轄し、個別の処理施設等につ
いては市町村が管轄することが実態に
適した責務の分担であるといえる。
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廃棄物処理法第２
条

廃棄物の定義については、平成１１
年の最高裁決定を踏まえ、廃棄物
とは「自ら利用し又は他人に有償で
譲渡することができないために事業
者にとって不要になった物をいい、
これに該当するか否かは、その物
の性状、排出の状況、通常の取扱
い形態、取引価値の有無及び占有
者の意思等を総合的に勘案して決
する」こととしている。

c

リサイクルを行うとしても、再生前の
原料として取り扱うものが廃棄物で
ある以上、排出から再生品として売
却、利用されるまでの過程において
は、ぞんざいに扱われることにより
生活環境の保全上支障が生ずるお
それがあるため、廃棄物処理法の
適用を除外することは不適当であ
る。御要望にいう「新たな廃棄物の
定義の策定や運用の見直し」の具
体的内容は不明であるが、むしろリ
サイクル名目での不適正処理事案
が後を絶たないのが現状であること
にかんがみると、リサイクルする者
及びその方法とリサイクルされる物
とをセットにした、許可の特例制度
（再生利用認定制度・広域認定制度
など）を活用することにより、適切な
廃棄物処理・リサイクルを推進して
いくべきと考える。

z1300004 環境省
廃棄物処理及び清掃に関する法律
(廃棄物処理法)の定める｢廃棄物｣
概念及び運用の見直し

5028 50280013 11 社団法人　関西経済連合会 13
廃棄物処理及び清掃に関する法律
(廃棄物処理法)の定める｢廃棄物｣
概念及び運用の見直し

廃棄物処理法の定める｢廃棄物｣概念
について、｢有価物｣に拘泥せず、一定
の実態要件の下で規制緩和し、リサイ
クルの効率的な推進のための条件整
備を図る。

従来、行政は、一般に売却できなけれ
ば全て廃棄物処理法の定める｢廃棄
物｣として取り扱うとする｢有価物説｣を
採用してきたため、これが、リサイクル
を進める場合の収運や処理に際して制
約となってきた。
しかし、再生資源として扱われるもので
あれば、例え有価でなくとも｢事前選別
事実の存在｣｢実際の再生実績｣など脱
法行為を抑えるための一定の実態要
件の検証が可能であれば、再生資源と
しての実態を反映して、新たな｢廃棄
物｣定義の策定や運用の見直しが可能
であると考えられる。

「有害廃棄物の国
境を越える移動及
びその処分の規制
に関するバーゼル
条約」

「特定有害物質等
の輸出入等の規制
に関する法律」

「解撤等を行うため
に輸出される船舶
の輸出承認につい
て」（環水企第203
号、衛産第35号、
11立環指第5号）

船舶法第１条に規定する日本船舶
であって、次の①及び②の要件を同
時に満たす船舶は、バーゼル法第
２条第１項に規定する特定有害廃
棄物等に該当するため、輸出貿易
管理令別表第２の３５の２の項（１）
に掲げる貨物となる。
①解撤等による金属の回収等、
バーゼル条約附属書Ⅳに掲げる処
分作業を行うために輸出される船舶
②石綿又はPCB等バーゼル条約附
属書Ⅰに掲げる物質を船舶本体に
含有することによりバーゼル法第２
条第１項に規定する特定有害廃棄
物等に該当することとなった船舶

したがって、当該船舶の輸出をしよ
うとする者は、当該船舶が仕向地ま
で自航されるものであるか、曳航等
により運搬されるものであるかを問
わず、バーゼル法第４条第１項の規
定により外国為替及び外国貿易法
第４８条第３項の規定による輸出の
承認を受ける必要がある。

ｃ －

 我が国においては、船舶のうち有
害物質を有するものが、解撤を目的
として国境を越える移動がなされる
場合、当該有害物質の処分を目的
の一つとしている場合には、バーゼ
ル条約の対象になるとみなしてい
る。有害物質の種類・分量が分から
ぬまま他国に輸出される場合、当該
物質の適正な処理の実施が困難と
なることは明白であり、輸入国にお
ける環境汚染を引き起こしかねな
い。そのためバーゼル条約でも廃
棄物の名称や重量等の情報を関係
国に提供することを義務付けている
ところであり、船内の有害物質の種
類・分量を全て把握することが困
難、という理由で、バーゼル法等の
手続を行わずに輸出することは、人
の健康の保護及び生活環境の保全
に資することを目的とし、特定有害
廃棄物等の国内処理の原則を掲げ
るバーゼル法やバーゼル条約の趣
旨に合致しない。

 バーゼル条約は、有害物質の除去
を義務付けているものではない。ま
た、バーゼル法で規制対象となる船
舶について、解撤目的の輸出が不
可能なのではなく、バーゼル法の手
続を経れば可能であることから、同
法に基づく手続きを踏まれるようお
願いする。

z1300005 環境省
解撤等のために輸出される船舶の
バーゼル法に基づく輸出手続きの
廃止

5031 50310007 11 社団法人日本船主協会 7
解撤等のために輸出される船舶の
バーゼル法に基づく輸出手続きの
廃止

現在「特定有害物質等の輸出入等の
規制に関する法律」（以下、バーゼル
法）を所管する各省庁は、平成11年5月
の通達により、解撤等を目的とした日
本籍船の輸出について当該船舶がア
スベスト等の有害廃棄物を含む場合、
輸出申請等の手続きが必要としてい
る。このバーゼル法に基づいた輸出申
請等手続きの廃止を要望する。

有害廃棄物の”国境を越える移動”の管理に基づ
くバーゼル条約は、国境を越えて自由に活動す
る”船舶”について全く考慮されておらず、同条約
を無理やり船舶に適用した場合多くの問題が発
生するため、現在もそれを対象とするかどうか自
体が議論されている。実際に、同条約を船舶に適
用した場合、廃棄物と何ら関係のない「寄港国」
が「輸出国」になる等実効上の問題が発生する。
また、解撤ヤードまで自力航行する船舶に同条
約が実質上求める危険物質の除去を要求するこ
とは航行安全上危険であり,海難事故の危険性が
高まることは環境保全上も好ましいことではなく、
解撤船の移動を禁じるに等しい。現在主要解撤
国以外の国は大型解撤施設を有しないことから、
解撤船の輸出禁止は、船舶の円滑な解撤が阻害
されることを意味する。さらに、船舶の解撤は旗
国や寄港国をはじめバーゼル条約の概念にない
多数の利害関係者が含まれる複雑な経済活動で
あり、単に「船舶の国境を越える移動を管理・禁
止」することで解決できるものではない。そのた
め、船舶の建造時から解撤国への最終航海まで
の船舶のライフサイクルを考慮した改善策が国際
海事機関（IMO）で検討されており、バーゼル条約
もIMOと協調しつつ議論を継続することとしてい
る。このような状況下、船舶を同条約の対象とす
ることについて多くの国が慎重な対応をとってい
る中、わが国では、平成11年5月の通達により実
質的に日本籍解撤船の輸出が不可能となってお
り、日本籍船に係る過剰な規制のひとつとなって
いる。従って、日本籍船の円滑な解撤を確保し、
より環境に優しい船舶への代替を促進するため
に同通達の廃止を求める。

当省においては、債権譲渡禁止特
約の但書きにおいて「信用保証機
構協会及び中小企業信用保険法施
行令第１条の２に規定する金融機
関に対して売掛債権を譲渡する場
合にあってはこの限りでない。」とこ
ろである。

d Ⅳ 経済産業省などと同様の取扱いとし
ている為特段の対応はしない。 z1300006 環境省

国・地方自治体向け金銭債権の証
券化に係る債権譲渡禁止特約の解
除

5039 50390022 11 社団法人 リース事業協会 22
国・地方自治体向け金銭債権の証
券化に係る債権譲渡禁止特約の解
除

経済産業省などの一部の国の機関に
おいては、債権譲渡禁止特約の解除が
行われているが、すべての国の機関及
び地方自治体においても速やかに債権
譲渡禁止特約を解除すること。

企業の資金調達の円滑化が図られる。債権譲渡禁止特約が資産流動化の適
格要件の障害となっている。
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外国為替及び外国
貿易法第26条第1
項（外国投資家の
定義）、第27条（事
前届出）、第55条
の5（事後報告）

「外国投資家」の定義のうち、「非居
住者である個人」または「外国法令
に基づいて設立された法人その他
の団体又は、外国に主たる事務所
を有する法人その他の団体」により
直接または間接に保有される議決
権の合計が50％以上を占める会社
については「外国投資家」と規定さ
れ、対内直接投資等の事前届出、
又は事後報告が義務づけられてい
る。

c -

（理由）
　ご指摘の点については、多数の外
国機関投資家が株式市場で株式を
取得した場合であっても、個々の投
資家間の関係がどのようなものであ
るかについて外形では判断できな
いことから、適用除外とすることは
不適当である。また、仮に、個別に
審査することとした場合には、手続
が煩雑となり、投資家等の負担とな
る。
　対内直接投資については、国の安
全保障等に支障をきたすことになる
おそれがある業種等限られた業種
について事前届出制としているが、
外国人による企業支配を管理する
観点から、非居住者等の議決権比
率の合計が50％以上である場合を
対象とすることが適当である。同様
に、事後報告についても、国際収支
統計や事業所管官庁において取引
の実態を把握する観点から外国資
本の流入の状況を把握する必要が
あり、非居住者等の議決権比率の
合計が50％以上である場合を対象
とすることが適当である。

z1300007 環境省 外為法に基づく「外国投資家」規制
の適用除外 5039 50390032 11 社団法人 リース事業協会 32 外為法に基づく「外国投資家」規制

の適用除外

「外国投資家」の定義のうち、「非居住
者である個人」または「外国法令に基づ
いて設立された法人その他の団体また
は外国に主たる事務所を有する法人そ
の他の団体」により直接または間接に
保有される議決権の合計が50％以上
を占める法人に関し、株式公開企業で
極めて多数の外国機関投資家が株式
市場で株式を取得したことによって、そ
の保有比率合計が50％以上となってし
まったような場合には、実質的に外国
人が事業を支配している場合に当たら
ないもので、何らかの適用除外を検討
いただきたい。例えば、上場会社の場
合、株主１名の議決権比率が20％未満
である場合などは、当該法の規制の趣
旨の範囲外であり、適用除外とする措
置等を検討いただきたい。

適正かつ自由な経済活動の実施

本来この規制は、外国人による日本企
業への経営支配を管理するのが目的
である。その法の趣旨に鑑みれば、実
質的に外国人が支配している場合に当
たらないケースでこの規制を適用する
必要性はないものと考えられる。

外国為替及び外国
貿易法第26条第1
項（外国投資家の
定義）、第27条（事
前届出）、第55条
の5（事後報告）

「外国投資家」の定義のうち、「非居
住者である個人」または「外国法令
に基づいて設立された法人その他
の団体又は、外国に主たる事務所
を有する法人その他の団体」により
直接または間接に保有される議決
権の合計が50％以上を占める会社
については「外国投資家」と規定さ
れ、対内直接投資等の事前届出、
又は事後報告が義務づけられてい
る。

c -

（理由）
　ご指摘の点については、多数の外
国機関投資家が株式市場で株式を
取得した場合であっても、個々の投
資家間の関係がどのようなものであ
るかについて外形では判断できな
いことから、適用除外とすることは
不適当である。また、仮に、個別に
審査することとした場合には、手続
が煩雑となり、投資家等の負担とな
る。
　対内直接投資については、国の安
全保障等に支障をきたすことになる
おそれがある業種等限られた業種
について事前届出制としているが、
外国人による企業支配を管理する
観点から、非居住者等の議決権比
率の合計が50％以上である場合を
対象とすることが適当である。同様
に、事後報告についても、国際収支
統計や事業所管官庁において取引
の実態を把握する観点から外国資
本の流入の状況を把握する必要が
あり、非居住者等の議決権比率の
合計が50％以上である場合を対象
とすることが適当である。

z1300007 環境省 外為法に基づく「外国投資家」規制
の適用除外 5040 50400027 11 オリックス 27 外為法に基づく「外国投資家」規制

の適用除外

「外国投資家」の定義のうち、「非居住
者である個人」または「外国法令に基づ
いて設立された法人その他の団体また
は外国に主たる事務所を有する法人そ
の他の団体」により直接または間接に
保有される議決権の合計が50％以上
を占める法人に関し、株式公開企業で
極めて多数の外国機関投資家が株式
市場で株式を取得したことによって、そ
の保有比率合計が50％以上となってし
まったような場合には、何らかの適用
除外を検討いただきたい。例えば、上
場会社の場合、株主１名の議決権比率
が20％未満である場合などは、当該法
の規制の趣旨の範囲外であり、適用除
外とする措置等を検討いただきたい。

適正かつ自由な経済活動の実施

株式公開企業で極めて多数の外国機
関投資家が株式市場で株式を取得し
たことによって、その保有比率合計が
50％以上となってしまったような場合
に、外国為替及び外国貿易法第27条
の事前届出および第55条の5の事後報
告を義務付けるのは過剰ではないかと
思われる。

廃棄物処理法第２
条第４項、廃棄物
処理法施行令第２
条

廃棄物のうち、産業廃棄物に該当
するものについては、廃棄物処理法
第２条第４項及び廃棄物処理法施
行令第２条において規定されている
が、そのうち紙くず、木くず及び繊維
くず等については、一定の業種から
排出されたもののみ産業廃棄物と
扱うこととされている。

c

廃棄物処理法においては、事業活
動に伴い排出される廃棄物のうち
多量発生性や有害性等の観点か
ら、汚染者負担原則に立ち、排出事
業者責任により処理すべきものを産
業廃棄物としている。このように処
理責任に着目した廃棄物処理法上
での区分にかんがみると、同一性
状であることをもって処理の責任主
体までを同一とすることは排出事業
者責任をあいまいにするものであり
適切ではないと考える。なお、平成
１５年廃棄物処理法改正により、産
業廃棄物処理施設の設置者が、そ
の施設において処理を行っている
産業廃棄物と同様の性状の一般廃
棄物を、都道府県知事等への届出
により受け入れることのできる特例
が設けられており、この特例を利用
することにより産業廃棄物処理施設
において一般廃棄物である木くずを
受け入れることは可能である。

z1300008 環境省
産業廃棄物で業種指定により一般
廃棄物となるものの業種指定の撤
廃

5039 50390040 11 社団法人 リース事業協会 40
産業廃棄物で業種指定により一般
廃棄物となるものの業種指定の撤
廃

業種指定により、取扱が産業廃棄物か
一般廃棄物か区分されるもの（木屑・繊
維屑等）について、指定業種以外から
発生した廃棄物でも事業活動により生
じた廃棄物は、産業廃棄物として処理
することを可とすべきである。具体的に
は、現行法では一般廃棄物となる、リー
スされていた木製家具や、倉庫から排
出される廃木製パレット等について、産
業廃棄物として処理することを認める
べきである。

一般廃棄物は自治体に処理責任があ
り、自治体の計画・裁量の下で処理が
なされるが、収集運搬の方法、処理方
法等が事業者ニーズに合致していない
ことがある。産業廃棄物の場合、基本
的には民間の収集運搬・処理施設を利
用するため、利用者（排出事業者）の利
便性が高まり、合理的な処理が可能と
なる。また、ここで問題としているような
木製家具・木パレット等は、行政の処分
場で処理する場合には、焼却もしくは
破砕埋立となるが、民間の処理施設で
あれば、チップ化等再資源化技術を導
入しているところが多く、リサイクル処
理も促進できる。

リース終了物件を廃棄するにあたり、リース終了物件は
「リース業」という事業活動の結果生じる廃棄物のため、
産業廃棄物に該当すると考えられるが、木製家具等は
一般廃棄物に該当するため、一般廃棄物処理委託基準
に従って処理することが求められる。具体的には、一般
廃棄物収集運搬業者による収集・運搬と、行政が運営す
る一般廃棄物処理場（焼却施設）へ搬入することが求め
られるが、搬入にあたり容量制限等があり（例50ｃｍ角に
切断のこと等）、実際に持ち込むことが困難である。（産
業廃棄物の場合には、業者側で破砕等を行うため、排
出者側で作業をする必要が生じることは殆どない。）実
際に、事業に利用していた木製家具等の処理を行政が
受けるかどうか（受けられるかどうか）は、各自治体の判
断を仰がざるをえず、リース物件の様に全国各地に点在
している物件の処理を適正に進めることは困難である。
また、他の産廃扱いとなる機器等とあわせて移動するこ
とが多く、一般廃棄物に該当する分だけを分けて排出す
ることが難しい。以上に鑑みると、業種指定をはずし事
業活動から発生する廃棄物については、すべて産業廃
棄物としての取扱も可能とすべきである。廃棄物処理法
において、産業廃棄物は事業活動に伴って生じた廃棄
物のうち政令で定められたものをいい、一般廃棄物は産
業廃棄物以外の廃棄物であると定義されているが、産
業廃棄物で品目指定されているもののうち、紙屑・木屑・
繊維屑等については業種指定があるため、指定業種以
外から排出されるものについては「一般廃棄物」と定義さ
れることになる。（法第２条、令第2条参照）廃棄物の処
理責任について、事業活動に伴って生じた廃棄物は事
業者が自らの責任において処理することが求められ（法
第３条）、産業廃棄物は自ら処理するか（法１１条）、委託
基準に従って許可業者等へ委託することが求められる
（法１２条３項）。一方、一般廃棄物の処理責任は市町村
にあり（法６条の2）、市町村の自治事務とされている。実
際には、各市町村の処理計画・施設計画のもと市町村
が収集運搬方法を定め、処理施設を設置・運営してい
る。本要望が今般問題となるのは、昨年の法改正によ
り、「一般廃棄物処理委託基準」が新設されたためであ
る。（法６条の2　６項）リース終了後の木製家具等は、法
改正以前から「一般廃棄物」に該当はしていたが、委託
基準がなかったため罰則等がかかることはなかった。し
かし、一般廃棄物処理委託基準の策定により、木製家
具等を産廃扱いして処分することが委託基準違反となり、罰則がかかるようになったことから、厳密な運用が求められることになったため、法規制上の取扱と実態の乖離が浮上してきたものである。現状では、事業用の木製家具や木製パレットの取扱について、各市町村の対応・見解がまちまちであることも、効率的・全国的なリース物件処理システム構築を阻害している。
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廃棄物処理法第２
条第４項、廃棄物
処理法施行令第２
条

廃棄物のうち、産業廃棄物に該当
するものについては、廃棄物処理法
第２条第４項及び廃棄物処理法施
行令第２条において規定されている
が、そのうち紙くず、木くず及び繊維
くず等については、一定の業種から
排出されたもののみ産業廃棄物と
扱うこととされている。

c

廃棄物処理法においては、事業活
動に伴い排出される廃棄物のうち
多量発生性や有害性等の観点か
ら、汚染者負担原則に立ち、排出事
業者責任により処理すべきものを産
業廃棄物としている。このように処
理責任に着目した廃棄物処理法上
での区分にかんがみると、同一性
状であることをもって処理の責任主
体までを同一とすることは排出事業
者責任をあいまいにするものであり
適切ではないと考える。なお、平成
１５年廃棄物処理法改正により、産
業廃棄物処理施設の設置者が、そ
の施設において処理を行っている
産業廃棄物と同様の性状の一般廃
棄物を、都道府県知事等への届出
により受け入れることのできる特例
が設けられており、この特例を利用
することにより産業廃棄物処理施設
において一般廃棄物である木くずを
受け入れることは可能である。

z1300008 環境省
産業廃棄物で業種指定により一般
廃棄物となるものの業種指定の撤
廃

5040 50400036 11 オリックス 36
産業廃棄物で業種指定により一般
廃棄物となるものの業種指定の撤
廃

業種指定により、取扱が産業廃棄物か
一般廃棄物か区分されるもの（木屑・繊
維屑等）について、指定業種以外から
発生した廃棄物でも事業活動により生
じた廃棄物は、産業廃棄物として処理
することを可とすべきである。具体的に
は、現行法では一般廃棄物となる、リー
スされていた木製家具や、倉庫から排
出される廃木製パレット等について、産
業廃棄物として処理することを認める
べきである。

一般廃棄物は自治体に処理責任があ
り、自治体の計画・裁量の下で処理が
なされるが、収集運搬の方法、処理方
法等が事業者ニーズに合致していない
ことがある。産業廃棄物の場合、基本
的には民間の収集運搬・処理施設を利
用するため、利用者（排出事業者）の利
便性が高まり、合理的な処理が可能と
なる。また、ここで問題としているような
木製家具・木パレット等は、行政の処分
場で処理する場合には、焼却もしくは
破砕埋立となるが、民間の処理施設で
あれば、チップ化等再資源化技術を導
入しているところが多く、リサイクル処
理も促進できる。

リース終了物件を廃棄するにあたり、リース終了
物件は「リース業」という事業活動の結果生じる
廃棄物のため、産業廃棄物に該当すると考えら
れるが、木製家具等は一般廃棄物に該当するた
め、一般廃棄物処理委託基準に従って処理する
ことが求められる。具体的には、一般廃棄物収集
運搬業者による収集・運搬と、行政が運営する一
般廃棄物処理場（焼却施設）へ搬入することが求
められるが、搬入にあたり容量制限等があり（例
50ｃｍ角に切断のこと等）、実際に持ち込むことが
困難である。（産業廃棄物の場合には、業者側で
破砕等を行うため、排出者側で作業をする必要
が生じることは殆どない。）実際に、事業に利用し
ていた木製家具等の処理を行政が受けるかどう
か（受けられるかどうか）は、各自治体の判断を
仰がざるをえず、リース物件の様に全国各地に
点在している物件の処理を適正に進めることは
困難である。また、他の産廃扱いとなる機器等と
あわせて移動することが多く、一般廃棄物に該当
する分だけを分けて排出することが難しい。以上
に鑑みると、業種指定をはずし事業活動から発
生する廃棄物については、すべて産業廃棄物と
しての取扱も可能とすべきである。

なし
廃棄物処理法においては、都道府
県境を超える廃棄物の移動は制限
されていない。

ｄ

廃棄物処理法においては、都道府
県境を超える廃棄物の移動は制限
されておらず、都道府県の定める要
領、環境条例は、都道府県において
検討されるべきものである。

z1300009 環境省 他県からの廃棄物持込に際して必
要な事前協議の廃止・簡素化 5039 50390041 11 社団法人 リース事業協会 41 他県からの廃棄物持込に際して必

要な事前協議の廃止・簡素化

自治体によって制定している他県から
の産業廃棄物の持ち込みに際しての
事前協議制度を廃止、もしくは手続きを
簡素化していただきたい。簡素化とは、
例えば、・「県」単位ではなく、複数県を
くくって「経済ブロック」単位での移動と
する・県によって異なる事前届け出内
容を統一化するなどである。持ち込み
制限は、廃棄物処理法上で明記された
ものではないが、東京・神奈川など少
数を除く殆どの自治体（県）で、何らか
の制限がなされている。多くは、行政裁
量の範囲内でなされ、要領レベルで規
定しているが、環境条例で定めている
自治体もある。制限方法としては、廃棄
物の種類や処理方法を指定して、一部
のものにのみ、自治体への事前届出を
求める内容が多い。持込量・搬入先・搬
入先の処分方法・処理能力等を届け
出、県の承諾が得られた場合のみ持込
が許可されるもの。

リサイクルや高度な廃棄物処理の促進
が図られる。

事前協議による持込制限の実施には、廃棄物は「迷惑なもの」「環
境に悪いもの」であり他の生活圏から自分の生活圏へ持ち込まれ
ることを阻止したいという意識や、他の地域から出た廃棄物を自ら
の生活圏で処理されることへの抵抗感が根底にある。実際、適正
な廃棄物処理を装いながら不法投棄される廃棄物が流入したり、
必要以上の移動による環境影響を考えると、事前協議制度にも意
義は認められる。しかし、特別の技術のある処理場は全国各地・
各県に満遍なく所在しているわけではなく、よりよい廃棄物処理を
追求すると、ある程度廃棄物の広域移動は必要不可欠であるが、
これを「県」という比較的狭い行政範囲で規定することは、経済活
動の流れにそぐわないものである。特に、（リース物件のように）同
一のものが全国に点在している場合で、効率的かつリサイクル等
高度な処理を行う回収・処理システムを構築しようとすると、同一
県内の活動では収まらないことが多い。排出事業者責任をまっと
うし、環境影響が低減されるような処理を希求して、このような回
収・処理システムを構築することは、循環型社会形成の観点から
も意義があることであり、本来は促進されるべきものである。また、
県レベルで協議内容等も異なるため、全国共通のシステム構築の
際に、確認作業・協議事務等も大変煩雑となってしまう。冒頭に述
べた、｢迷惑なもの｣の流入に対しては、昨今「廃棄物税」の導入が
すすめられており、経済的規制によってのコントロールも可能であ
ること、事前協議と廃棄物税で同一目的に対して二重の規制とな
ることからも、撤廃・軽減を検討すべきである。

なし
廃棄物処理法においては、都道府
県境を超える廃棄物の移動は制限
されていない。

ｄ

廃棄物処理法においては、都道府
県境を超える廃棄物の移動は制限
されておらず、都道府県の定める要
領、環境条例は、都道府県において
検討されるべきものである。

z1300009 環境省 他県からの廃棄物持込に際して必
要な事前協議の廃止・簡素化 5040 50400037 11 オリックス 37 他県からの廃棄物持込に際して必

要な事前協議の廃止・簡素化

自治体によって制定している他県から
の産業廃棄物の持ち込みに際しての
事前協議制度を廃止、もしくは手続きを
簡素化していただきたい。簡素化とは、
例えば、・「県」単位ではなく、複数県を
くくって「経済ブロック」単位での移動と
する・県によって異なる事前届け出内
容を統一化するなどである。持ち込み
制限は、廃棄物処理法上で明記された
ものではないが、東京・神奈川など少
数を除く殆どの自治体（県）で、何らか
の制限がなされている。多くは、行政裁
量の範囲内でなされ、要領レベルで規
定しているが、環境条例で定めている
自治体もある。制限方法としては、廃棄
物の種類や処理方法を指定して、一部
のものにのみ、自治体への事前届出を
求める内容が多い。持込量・搬入先・搬
入先の処分方法・処理能力等を届け
出、県の承諾が得られた場合のみ持込
が許可されるもの。

リサイクルや高度な廃棄物処理の促進
が図られる。

事前協議による持込制限の実施には、廃棄物は「迷惑なもの」「環
境に悪いもの」であり他の生活圏から自分の生活圏へ持ち込まれ
ることを阻止したいという意識や、他の地域から出た廃棄物を自ら
の生活圏で処理されることへの抵抗感が根底にある。実際、適正
な廃棄物処理を装いながら不法投棄される廃棄物が流入したり、
必要以上の移動による環境影響を考えると、事前協議制度にも意
義は認められる。しかし、特別の技術のある処理場は全国各地・
各県に満遍なく所在しているわけではなく、よりよい廃棄物処理を
追求すると、ある程度廃棄物の広域移動は必要不可欠であるが、
これを「県」という比較的狭い行政範囲で規定することは、経済活
動の流れにそぐわないものである。特に、（リース物件のように）同
一のものが全国に点在している場合で、効率的かつリサイクル等
高度な処理を行う回収・処理システムを構築しようとすると、同一
県内の活動では収まらないことが多い。排出事業者責任をまっと
うし、環境影響が低減されるような処理を希求して、このような回
収・処理システムを構築することは、循環型社会形成の観点から
も意義があることであり、本来は促進されるべきものである。また、
県レベルで協議内容等も異なるため、全国共通のシステム構築の
際に、確認作業・協議事務等も大変煩雑となってしまう。冒頭に述
べた、｢迷惑なもの｣の流入に対しては、昨今「廃棄物税」の導入が
すすめられており、経済的規制によってのコントロールも可能であ
ること、事前協議と廃棄物税で同一目的に対して二重の規制とな
ることからも、撤廃・軽減を検討すべきである。
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なし
廃棄物処理法においては、都道府
県境を超える廃棄物の移動は制限
されていない。

ｄ

廃棄物処理法においては、都道府
県境を超える廃棄物の移動は制限
されておらず、都道府県の定める要
領、環境条例は、都道府県において
検討されるべきものである。

z1300009 環境省 他県からの廃棄物持込に際して必
要な事前協議の廃止・簡素化 5078 50780022 11 (社)日本経済団体連合会 22 都道府県等による事前協議制の見

直し

　地方公共団体による事前協議制を簡
略化あるいは廃止するよう、環境省は
地方公共団体に対して通知する等指導
すべきである。少なくとも環境省は、資
源循環型社会の形成の阻害要因とな
る行政指導等については見直すよう、
地方公共団体に対して｢域外から産業
廃棄物を搬入する場合であって、最終
処分や単純焼却処理を行うのではな
く、リサイクルなど資源循環を行う場合
には、地方公共団体への届出で済むよ
うにする｣といった指導をするべきであ
る。

　事前協議が必要となると、許認可の
取得に非常に時間がかかり、迅速な適
正処理が困難となっている。
　とりわけ、産業廃棄物の域外からの
搬入について、持ち込み予定の処理業
者が、最終処分を行うかリサイクル処
理を行うかにかかわらず、一律の審査
を受ける必要がある。
　昨今の環境意識の高まりにより、優
良処理業者への域外からの処理依頼
が増加しているが、そうしたものについ
ても一律に取り扱われるため、事前協
議の審査予約が取り難く、リサイクル処
理が進まないのが実情である。
　こうしたことから、排出者がリサイクル
を志向しても、事前協議の難しさから、
結果的に近隣の最終処分場に向かう
ケースもあり、循環型社会の構築への
流れを阻害する原因となっている。

　廃棄物処理法上、｢廃
棄物処理施設の設置｣
や｢域外からの産業廃
棄物の搬入｣等にあたっ
て、地方公共団体との
事前協議は求められて
いない。にもかかわら
ず、地方公共団体の行
政指導等によって、各種
許認可の取得・更新の
申請を行う際に、事前協
議を行うことが義務付け
られる。

廃棄物処理法第６
条の2第６項

事業系一般廃棄物の処理について
は、廃棄物処理法第６条の２第６項
の規定に基づき、一般廃棄物処理
計画にしたがってその一般廃棄物
の処理を他人に委託する場合に
あっては同項に規定する委託基準
に基づき委託しなければならない。

c ー

事業系一般廃棄物のうち、何を産業廃棄物
にすべきと主張されているのか不明である
が、
＜案1＞排出事業者責任の下で処理されて
いる産業廃棄物については、処理施設の不
足、不法投棄の多発等の状況が見られるこ
と、また、産業廃棄物分野の構造改革を進め
ているところであるが、それがまだ緒につい
たばかりであること、さらには、そのような厳
格な排出事業者責任について、現在事業系
一般廃棄物として整理されている廃棄物の
排出事業者すべてが負担し切れるか疑わし
いことから、事業系一般廃棄物を産業廃棄物
として排出し、処理することは認められない。
＜案2＞平成１５年１２月１日施行の改正廃棄
物処理法において、同様の性状を有する一
般廃棄物と産業廃棄物を処理する場合の施
設設置許可に係る特例制度が創設され、同
様の性状を有することから、産業廃棄物と併
せて処理することができると考えられる一般
廃棄物については、すべて当該制度の対象
としたところである。なお、ご要望において
は、収集運搬業の許可についても規制緩和
を要望されているようであるが、一般廃棄物
については、市町村が定める一般廃棄物処
理計画に従って処理体制が確保されており、
市町村が直接収集運搬せず、民間業者を活
用する場合にあっては市町村から業務を受
託するか、廃棄物処理法第７条第１項に基づ
く一般廃棄物の収集運搬業の許可を取得し
て行うこととされており、その処理は市町村
の裁量に委ねられているところである。

z1300010 環境省 事業系一般廃棄物の収集運搬・処
理にかかる規制の撤廃 5039 50390042 11 社団法人 リース事業協会 42 事業系一般廃棄物の収集運搬・処

理にかかる規制の撤廃

事業活動から発生する廃棄物のうち、
現在の分類では「一般廃棄物」と区分さ
れるものについて、収集運搬・処理方
法の選択にあたり排出事業者の裁量を
拡大すべきである。

・廃棄物処理法の主旨どおり、排出事
業者責任の徹底が図られる。・各企業
の責任においてすすめられる、環境対
応が促進する。・リサイクルや処理の高
度化が進む。

廃棄物の処理責任について、事業活動に伴って生じた廃棄物は
事業者が自らの責任において処理することが求められ（法第３
条）、産業廃棄物は自ら処理するか（法１１条）、委託基準に従って
許可業者等へ委託することが求められる（法１２条３項）。一方、一
般廃棄物の処理責任は市町村にあり（法６条の2）、市町村の自治
事務とされ、各市町村の処理計画・施設計画のもと市町村が収集
運搬方法を定め、処理施設の設置・運営を行っている。事業活動
から発生するが一般廃棄物に該当する廃棄物について、大枠で
は「事業者自らの責任による処理」が求められるが、その実現手
段は市町村に委ねられることになるが、市町村の提供する収集運
搬・処理方法は、その時点での平均・標準的な方法であり、事業
者がそれ以上のクオリティを追求したい場合、次のような阻害要
因が発生する。1.事業活動から発生したといえども、一般廃棄物と
なるため、「一般廃棄物処理委託基準」を遵守しなければならな
い。2.一般廃棄物の処理は市町村の自治事務であることから、そ
の処理は多くの場合自治体へ委託することになるが、回収頻度や
処理方法（自治体の場合単純焼却処理が主流）は、排出事業者
のニーズに合致したものとはいいがたい。3.民間処理業者の場
合、顧客のニーズに則した回収方法や処理方法の提供が可能で
あり、同様の性状の産業廃棄物については多くのリサイクル施設
が存在している。しかし、一般廃棄物のみを対象としたのでは採算
が合わない可能性がある。4.また、一般廃棄物処理業へ民間業者
が参入するには市町村の許可を要するが、許可要件として「当該
市町村による一般廃棄物の収集又は運搬が困難であること」「申
請の内容が一般廃棄物処理計画（市町村が策定）に適合するも
の」との条件があることから、実態として市町村の独占・裁量に委
ねられる構造となっており、許可取得の透明度・参入自由が確保
されていない。そこで、以下のうちいずれかの対策を講じていただ
きたい＜案1＞事業系一般廃棄物については、｢排出事業者責任｣
を大原則とした上で、産業廃棄物として排出し、処理することを可
能とする。＜案2＞.産業廃棄物処理施設において、同一性状の一
般廃棄物処理を可能とすること。　（産業廃棄物処理施設設置許
可・業許可取得先は一般廃棄物処理施設設置・業許可を不要と
するか、般廃棄物処理を希望する場合には無条件で許可するか、
いずれかの対応方法があると思われる）案2については、昨年の
法改正において特定の廃棄物について特定の処理を行う場合に
は、施設設置許可が不要になる軽減措置が図られたが、すべての廃棄物について同様の措置を検討いただきたい。（収集運搬についても同）また、自治体の行政裁量で一般廃棄物処理業への民間事業者の参入が阻害されること（4）についても、経済活動の制限につながるため、撤廃すべきと考える。

廃棄物処理法第６
条の2第６項

事業系一般廃棄物の処理について
は、廃棄物処理法第６条の２第６項
の規定に基づき、一般廃棄物処理
計画にしたがってその一般廃棄物
の処理を他人に委託する場合に
あっては同項に規定する委託基準
に基づき委託しなければならない。

c ー

事業系一般廃棄物のうち、何を産業廃棄物
にすべきと主張されているのか不明である
が、
＜案1＞排出事業者責任の下で処理されて
いる産業廃棄物については、処理施設の不
足、不法投棄の多発等の状況が見られるこ
と、また、産業廃棄物分野の構造改革を進め
ているところであるが、それがまだ緒につい
たばかりであること、さらには、そのような厳
格な排出事業者責任について、現在事業系
一般廃棄物として整理されている廃棄物の
排出事業者すべてが負担し切れるか疑わし
いことから、事業系一般廃棄物を産業廃棄物
として排出し、処理することは認められない。
＜案2＞平成１５年１２月１日施行の改正廃棄
物処理法において、同様の性状を有する一
般廃棄物と産業廃棄物を処理する場合の施
設設置許可に係る特例制度が創設され、同
様の性状を有することから、産業廃棄物と併
せて処理することができると考えられる一般
廃棄物については、すべて当該制度の対象
としたところである。なお、ご要望において
は、収集運搬業の許可についても規制緩和
を要望されているようであるが、一般廃棄物
については、市町村が定める一般廃棄物処
理計画に従って処理体制が確保されており、
市町村が直接収集運搬せず、民間業者を活
用する場合にあっては市町村から業務を受
託するか、廃棄物処理法第７条第１項に基づ
く一般廃棄物の収集運搬業の許可を取得し
て行うこととされており、その処理は市町村
の裁量に委ねられているところである。

z1300010 環境省 事業系一般廃棄物の収集運搬・処
理にかかる規制の撤廃 5040 50400038 11 オリックス 38 事業系一般廃棄物の収集運搬・処

理にかかる規制の撤廃

事業活動から発生する廃棄物のうち、
現在の分類では「一般廃棄物」と区分さ
れるものについて、収集運搬・処理方
法の選択にあたり排出事業者の裁量を
拡大すべきである。

・廃棄物処理法の主旨どおり、排出事
業者責任の徹底が図られる。・各企業
の責任においてすすめられる、環境対
応が促進する。・リサイクルや処理の高
度化が進む。

廃棄物の処理責任について、事業活動に伴って生じた廃棄物は
事業者が自らの責任において処理することが求められ（法第３
条）、産業廃棄物は自ら処理するか（法１１条）、委託基準に従って
許可業者等へ委託することが求められる（法１２条３項）。一方、一
般廃棄物の処理責任は市町村にあり（法６条の2）、市町村の自治
事務とされ、各市町村の処理計画・施設計画のもと市町村が収集
運搬方法を定め、処理施設の設置・運営を行っている。事業活動
から発生するが一般廃棄物に該当する廃棄物について、大枠で
は「事業者自らの責任による処理」が求められるが、その実現手
段は市町村に委ねられることになるが、市町村の提供する収集運
搬・処理方法は、その時点での平均・標準的な方法であり、事業
者がそれ以上のクオリティを追求したい場合、次のような阻害要
因が発生する。1.事業活動から発生したといえども、一般廃棄物と
なるため、「一般廃棄物処理委託基準」を遵守しなければならな
い。2.一般廃棄物の処理は市町村の自治事務であることから、そ
の処理は多くの場合自治体へ委託することになるが、回収頻度や
処理方法（自治体の場合単純焼却処理が主流）は、排出事業者
のニーズに合致したものとはいいがたい。3.民間処理業者の場
合、顧客のニーズに則した回収方法や処理方法の提供が可能で
あり、同様の性状の産業廃棄物については多くのリサイクル施設
が存在している。しかし、一般廃棄物のみを対象としたのでは採算
が合わない可能性がある。4.また、一般廃棄物処理業へ民間業者
が参入するには市町村の許可を要するが、許可要件として「当該
市町村による一般廃棄物の収集又は運搬が困難であること」「申
請の内容が一般廃棄物処理計画（市町村が策定）に適合するも
の」との条件があることから、実態として市町村の独占・裁量に委
ねられる構造となっており、許可取得の透明度・参入自由が確保
されていない。そこで、以下のうちいずれかの対策を講じていただ
きたい＜案1＞事業系一般廃棄物については、｢排出事業者責任｣
を大原則とした上で、産業廃棄物として排出し、処理することを可
能とする。＜案2＞.産業廃棄物処理施設において、同一性状の一
般廃棄物処理を可能とすること。　（産業廃棄物処理施設設置許
可・業許可取得先は一般廃棄物処理施設設置・業許可を不要と
するか、般廃棄物処理を希望する場合には無条件で許可するか、
いずれかの対応方法があると思われる）案2については、昨年の
法改正において特定の廃棄物について特定の処理を行う場合に
は、施設設置許可が不要になる軽減措置が図られたが、すべての廃棄物について同様の措置を検討いただきたい。（収集運搬についても同）また、自治体の行政裁量で一般廃棄物処理業への民間事業者の参入が阻害されること（4）についても、経済活動の制限につながるため、撤廃すべきと考える。
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措置の
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措置の
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（特記事項）

廃棄物処理法第６
条の2第１項、第２
項、第７条第１項、
第９条の８第１項、
第９条の９第１項

廃棄物処理法上、市町村は自らが
策定する一般廃棄物処理計画に
従って、その区域内の廃棄物の収
集・運搬及び処分を行わなければな
らないこととされており、その処理は
市町村が自ら実施するか、民間業
者に委託するか、許可業者を活用し
て適正に行うことされている。なお、
広域認定制度とは、一定の要件を
満たした場合に廃棄物処理業の許
可を不要とする廃棄物処理法上の
特例制度であり、再生利用認定制
度は一定の要件を満たした場合に
廃棄物処理業と廃棄物処理施設設
置の許可を不要とする廃棄物処理
法上の特例制度である。

c,d ー

廃棄物処理法上、市町村は自らが策定する
一般廃棄物処理計画に従って、その区域内
の廃棄物の収集・運搬及び処分を行わなけ
ればならないこととされていることから、一般
廃棄物の処理を市町村が自ら実施するか、
民間業者に委託するか、許可業者を活用す
るかについては市町村の裁量に委ねられて
いるものである。ご要望の件については、市
町村許可業者以外でも市町村をまたがって
広域的に廃棄物を収集運搬できることを想定
しているようであるが、収集した廃棄物は各
市町村が定める処理施設に搬入する必要が
あること、市町村の監督が行き渡らない状態
で市町村の処理計画に従わない処理を行う
ことにより、不適正処理が発生するおそれが
あることから、ご要望の規制の撤廃を行うこと
は困難である。同様に、地方公共団体による
ごみ処理方式についても、市町村の一般廃
棄物の収集運搬及び処理の体制は、その市
町村の財政状況、職員数や施設規模等の社
会的条件等の自然的条件により、その市町
村にあった方法が選択されるべきであり、ご
提案の地方自治体によるごみ処理方式の統
一化は適切ではないと考える。なお、広域処
理体制の確立やリサイクル推進のための規
制緩和措置については、適正処理が確保さ
れる範囲内において、再生利用認定制度や
広域認定制度の創設によりすでに措置され
ているものと認識している。

z1300011 環境省
・廃棄物処理について地方自治体
によるごみの処理方式の標準化、
統一化

5041 50410010 11 （社）日本フランチャイズ
チェーン協会 10

・廃棄物処理について地方自治体
によるごみの処理方式の標準化、
統一化

・市町村内処理の規制撤廃。適正処理
を条件に、当該市町村許可業者以外で
も回収可能とし、競争原理の導入。
・地方自治体によるごみ処理方式の統
一化（ごみ処理の全国的標準化）
・広域処理体制の確立
・一般廃棄物の有用資源リサイクルの
ための収集運搬及び処理施設許可へ
の規制緩和を要望

一般廃棄物処理は各市町村に処理責
任と自区内処理の原則という規制があ
り、また市町村の許可業者以外は回収
できない。一般廃棄物の資源化に向け
た取組み実施の場合、越境した効率的
回収が出来ない。
・また処理施設を建設する場合廃棄物
処理業としての許可申請のため時間と
労力がかかり、リサイクルが進みづら
く、各自治体により、夫々処理方法が不
統一であり、そのためコスト労力等の負
担が過重になる。

廃棄物の処理及び
清掃に関する法律
第７条

食品循環資源の再
生利用等の促進に
関する法律第20条

一般廃棄物の処理を行おうとする
場合、当該一般廃棄物を処理する
区域を管轄する市町村長の許可を
受ければ行うことができる。

ｄ

　廃棄物処理法においては、一般廃
棄物の処理を行おうとする場合、当
該一般廃棄物を処理する区域を管
轄する市町村長の許可を受ければ
行うことができるとされている。
  また、食品リサイクル法において
は、食品廃棄物を広域的に収集す
るという観点から廃棄物処理法の
特例措置を設けている。
　これは、一般廃棄物収集運搬業
者が食品関連事業者（食品廃棄物
の排出者）から委託を受け、登録再
生利用事業者の事業場へ食品廃棄
物を運搬する場合、荷下ろし先の市
町村での廃棄物処理業の許可が不
要となるものである。

z1300012 環境省 ・生ゴミのリサイクル、地区外（他の
市町村）への移動要望 5041 50410011 11 （社）日本フランチャイズ

チェーン協会 11 ・生ゴミのリサイクル、地区外（他の
市町村）への移動要望

・生ゴミのリサイクル,地区外（他の市町
村）への移移動許可

・廃棄物処理法では、生ゴミ等の一般
廃棄物は自区内（市町村）で処理をし、
他の市町村へ運ぶことが認められてい
ない。一方、食品リサイクル法では生ゴ
ミのリサイクルの為ならば搬出地と搬
入地双方の市町村の許可があれば認
めるとされている。この判断について市
町村ごとに見解が異なる為、生ゴミリサ
イクルが進んでいないケースがある。
・食品リサイクル法に義務づけられた通
り、２００６年度までに生ゴミ掃排出量の
２０％を削減又はリサイクルする為に規
制緩和が必要である。

廃棄物処理法施行
令第６条第２号ロ
(3)

産業廃棄物の中間処理の際の産業
廃棄物の保管については、当該産
業廃棄物に係る処理施設の一日当
たりの処理能力に相当する数量に
十四を乗じて得られる数量を超えな
いようにすることとされている。

ｃ

廃棄物の保管については、搬出量
又は廃棄物処理施設におけるその
処理能力に比して過大な量の保
管、運搬途中の積替え又は保管場
所での山積みを防止するよう保管
数量の制限を設けている。この制限
は、季節等により保管量が変動する
ことも踏まえた上で設けたものであ
り、廃家電の引取状況に照らしても
合理性を有している。

z1300013 環境省
家電リサイクル法で規制される製品
群に係る、廃棄物処理法上の保管
数量制限の緩和

5042 50420001 11 ソニー㈱ 1
家電リサイクル法で規制される製品
群に係る、廃棄物処理法上の保管
数量制限の緩和

家電リサイクル法で規制されている製
品群などについては、その製品の性状
や排出の特性等を考慮した上で、保管
数量に係る当該規制を緩和する方向
で、検討いただきたい。

家電リサイクルプラントへの過剰な投
資が抑制できるもの考える。

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律
(廃棄物処理法）施行令第六条第１項
第二号ロ（3）で、廃棄物の保管数量に
ついて、当該廃棄物処理施設の処理
能力の１４日分を超えることができない
とされている。一方、廃棄物処理法施
行規則第七条の六で、廃棄物の保管
期間については、適正な処分又は再生
を行うためにやむを得ないと認められ
る期間とする、との弾力的な規定を設
けている。現在、特定家庭用機器再商
品化法（家電リサイクル法）で回収され
保管された廃棄物（使用済み家電）も
廃棄物処理法上の一般的な保管規制
を受けている。
　家電リサイクルプラントでの処理は出
来る限り処理台数（または投入台数）を
平準化した状態で作業をすることが望
ましいのであるが、家電の排出は季節
変動が大きく（たとえば夏場は使用済
みエアコンの量が急増するなど）、処理
台数の平準化を保ちつつ保管規制を
満足する為には、繁忙期の処理能力を
あらかじめ用意しなければならないｌこ
とになり、過剰な設備投資を強いること
になり問題である。
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廃棄物処理法第１
５条、第１５条の２
の５等

廃棄物処理法施行令第７条に掲げ
る産業廃棄物処理施設の設置許可
や変更許可を受ける場合には、当
該産業廃棄物処理施設を設置する
ことが周辺地域の生活環境に及ぼ
す影響についての調査の結果を記
載した書類を添付しなければならな
いとされている。

c

産業廃棄物処理施設の設置許可に
必要な生活環境影響調査の結果
は、都道府県知事が施設の設置許
可を行うに当たり、当該施設の構造
や維持管理が周辺地域の生活環境
に適正に配慮されているものかどう
かを審査するための基礎資料とな
るものである。なかでも、廃棄物焼
却施設については、ダイオキシンを
発生するおそれがあること等から通
常のボイラーと比べより厳しい規制
が行われており、周辺地域の生活
環境に大きな影響を及ぼすおそれ
がある施設であるため、生活環境
影響調査書等の許可手続を簡略化
することは適切ではない。

z1300014 環境省 産業廃棄物処理装置設置に係わる
許可の変更等 5043 50430006 11 日本製紙連合会 6 産業廃棄物処理装置設置に係わる

許可の変更等

ボイラーの燃焼実績で過去に事故・違
反の無い事業所に対して、新たに燃料
として廃棄物を使用する場合等の許可
を簡便にして欲しい。

ボイラーで新たに廃棄物を燃焼処理等
する場合、周辺地域の生活環境に及ぼ
す影響についての調査（環境アセスメ
ント）の結果を申請書類に添付せねば
ならず、申請から許可が下りるまで最
短でも２年を要す。

廃棄物処理法第２
条第４項第１号

事業活動に伴って生じた燃え殻は、
産業廃棄物と規定されている。 c

廃棄物処理法においては、事業活
動に伴い排出される廃棄物のうち
多量発生性や有害性等の観点か
ら、汚染者負担原則に立ち、排出事
業者責任により処理すべきものを産
業廃棄物としている。このように処
理責任に着目した廃棄物処理法上
での区分にかんがみると、同一性
状であることをもって処理の責任主
体までを同一とすることは排出事業
者責任をあいまいにするものであり
適切ではないと考える。

z1300015 環境省 産業廃棄物の分類上の定義につい
て 5043 50430007 11 日本製紙連合会 7 産業廃棄物の分類上の定義につい

て

事業活動に伴って生じた廃棄物のう
ち、「焼却灰」は産業廃棄物ではなく一
般廃棄物と同等の扱いをして欲しい。

廃棄物処分場において、事業活動に
伴って生じた「焼却灰」は産業廃棄物の
「燃え殻」とみなされ、一般廃棄物と比
べて約２倍に当たる高額の処分料を請
求される。「焼却灰」と「燃え殻」は明ら
かに違う廃棄物なので、区分をして欲し
い。

廃棄物処理法第１
５条、第１５条の２、
廃棄物処理法施行
令第７条

廃棄物処理法施行令第７条に掲げ
る産業廃棄物処理施設について
は、施設ごとの構造基準、維持管理
基準に適合しなければならないとさ
れている。そのうち焼却施設につい
ては、その構造基準において、燃焼
ガスを摂氏８００℃以上の温度を保
ちつつ、２秒間以上滞留できるもの
であること等と規定されている。

c

ダイオキシン類の排出抑制のため
には廃棄物を完全燃焼させることが
重要であり、ダイオキシン類の排出
抑制を確実に担保するための燃焼
管理の指標として燃焼ガスの温度
は８００℃以上と設定している。御要
望の施設についても、不適切な燃
焼が行われた場合、ダイオキシン類
が排出される可能性が否定できな
いことから、許可対象施設であれ
ば、現行の構造・維持管理基準を遵
守していただく必要がある。

z1300016 環境省 廃掃法に基づく廃棄物焼却炉適用
除外（シェル砂再生炉の除外） 5048 50480013 11 社団法人　日本自動車工業

会 13 廃掃法に基づく廃棄物焼却炉適用
除外（シェル砂再生炉の除外）

シェル砂再生炉は資源の有効利用の
観点から使用している施設であり、自
社同一内敷地の工程内リサイクル利用
施設については、廃掃法の廃棄物焼却
炉の対象設備から除外できるよう、適
用除外を設定していただきたい。

自社内に設置されたシェル砂再生炉は
自社内の鋳物工程から発生するシェル
中子の鋳物砂を再生利用することが目
的の施設である。
廃掃法の廃棄物焼却炉該当施設を新
設する場合には、構造基準の遵守が必
須であるが、このシェル砂再生炉がシェ
ル砂の中に結合材として1.5%混入して
いるレジン(フェノール樹脂)を焼却する
という解釈から廃棄物焼却炉(廃プラ)
扱いとなる。（平成12年に環境省から
シェル砂再生炉が廃掃法上の廃棄物
焼却炉に該当する旨、通達あり）

シェル砂の再生利用のためには炉内
温度600℃(800℃は不可)でレジンを加
熱･乾燥させる必要があるが、ダイオキ
シンの発生源である塩素はレジン中に
含まれないために、2次燃焼器がない
既存炉煙突でのダイオキシン濃度は小
数点5桁オーダーで規制値に比べても
限りなくゼロに近い値となっている。
廃棄物焼却炉扱いになるとの構造基準
を遵守するために、機能上は必要のな
い2次燃焼器（800℃、2秒滞留）を燃焼
室の後に新たに設置する必要がある。
（平成12年に廃棄物焼却炉に該当する
という判断がされる以前に設置された
炉は県によって乾燥炉や焙煎炉の扱い
となっており２次燃焼器はない）
必要性がない２次燃焼器(なくてもダイ
オキシンが充分低い)を、構造基準遵守
のために設置することになり、燃料増
加(600℃⇒800℃)によるCO2増加等、
むしろ大気環境を悪化させることにな
る。
また工場内設置の工程内リサイクル目
的の炉であっても、アセスメント（法）や
説明会（県条例）が必要となるため、ス
ムーズな経済･生産活動に影響を及ぼ
している。

・重点要望項目
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該当法令等 制度の現状
措置の
分類

措置の
内容 措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の
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実施内容 要望理由 その他

（特記事項）

「化学物質の審査
及び製造等の規制
に関する法律の運
用について」
（平成16年3月25日
薬食発第0325001
号、
平成16･03･19第３
号
環保企発第
040325001)

「化学物質の審査及び製造等の規
制に関する法律（化審法）」において
は、有害な化学物質が環境を経由
して人の健康又は動植物の生息・
生育に与える影響を未然に防止す
ることを目的に、新規化学物質(高
分子化合物を含む)を製造又は輸入
しようとする者は、あらかじめ厚生
労働大臣、経済産業大臣及び環境
大臣に必要事項を届け出ることとさ
れている。

c

化学物質の構成モノマーが全て既
存化学物質や届出済みの新規化学
物質であっても、合成された化学物
質は構成モノマーとは別の物質とし
て有害な性質を有する可能性があ
ることから、化審法の目的に照らし
て、組成が異なるポリマーはそれぞ
れ新規化学物質としての届出と審
査を行うことが必要である。なお、各
国の化学物質規制法における新規
化学物質(高分子化合物を含む)の
取扱いについて、OECD等の場にお
いてその整合化に係る議論が行わ
れており、そこで結論が得られた場
合にはそれらを踏まえて再検討する
ことが適当であり、現時点で規制緩
和を講じることは時期尚早であると
考える。

z1300017 環境省

化審法において全ての構成モノ
マーが登録されているポリマーは登
録免除とする改正 5062 50620001 11 化成品工業協会 1

化審法において全ての構成モノ
マーが登録されているポリマーは登
録免除とする改正

化審法におけるポリマーの取扱いにつ
いては、一般の化学物質と同様にポリ
マーごとに登録することになっています
が、欧州（EINECS)や米国(TSCA)の制
度と同様に、当該ポリマーの構成モノ
マーが既に登録されていれば、新たな
登録が必要でなくなるように改正してい
ただきたい

ポリマーは単一モノマーから成るものと
複数のモノマーの組み合わせで構成さ
れているものがあり、種類は後者が圧
倒的に多数である。したがって、化審法
では若干の組成の違いでも別のポリ
マーとして登録する必要があり、類似ポ
リマーの登録数が不必要に多くなって、
事業者のみならず規制側である国にも
過大な負担をかけている。化審法が欧
米制度のように改正されれば、この負
担が大幅に軽減される。

化学物質の審査及
び製造等の規制に
関する法律（化審
法）

「化学物質の審査及び製造等の規
制に関する法律（化審法）」において
は、新規化学物質を製造又は輸入
する場合にはあらかじめ届け出て
判定結果を受けることが必要であ
り、判定において用いられる試験方
法及び試験を実施する施設に関す
る優良試験所基準（GLP）が定めら
れている。試験方法については
OECDテストガイドラインに、GLPに
ついてはOECD-GLP原則に準拠し
ている。

ｅ

化審法に関連する試験方法、ＧＬＰ
は左記のとおり国際的に調和してい
る。また、これらの試験データの相
互受け入れについては、ＯＥＣＤの
「化学物質の評価におけるデータ相
互受け入れに関する理事会決定」
において、ＯＥＣＤテストガイドライン
及びＯＥＣＤ優良試験所基準（ＧＬ
Ｐ）に基づいてある加盟国（本プログ
ラムに参加する非加盟国を含む。以
下同じ。）で得られた試験データは、
他の加盟国の評価においても受入
れられると規定されており、既に対
応されているものである。従って、当
該事項は事実誤認である。

z1300018 環境省

化学物質の
試験方法の国際統一と試験結果の
相互認証の促進 5062 50620002 11 化成品工業協会 2

化学物質の
試験方法の国際統一と試験結果の
相互認証の促進

化審法に関連して、
化学物質の試験項目・試験方法の国
際的な共通化および
試験結果の世界的な
相互認証を促進していただきたい

産業のグローバル化
に伴って、１つの新規化学物質を上市
する国数が増加し、それにかかる費用
と時間も非常に増大しています。
試験項目と規制にかかる判定基準は
各国の国情によって設定されるべき部
分が多いと考えられるが、試験方法と
試験結果（データ）は国際的に共通化・
相互認証
できる項目であり、産業のグローバル
化
に対応して促進されるべきである

廃棄物処理法第４
条第１項、第２項、
第６条の２第１号、
第７条第１０項第１
号

廃棄物処理法第６条の２第２項に基
づき、市町村は、委託基準を遵守し
て、市町村以外の者に一般廃棄物
の処理を委託することができる。

ｄ ー

廃棄物処理法上、市町村は自らが
策定する一般廃棄物処理計画に
従って、その区域内の廃棄物の収
集・運搬及び処分を行わなければな
らないこととされていることから、一
般廃棄物の処理を市町村が自ら実
施するか、民間業者に委託するか、
許可業者を活用するかについては
市町村の裁量に委ねられているも
のである。ご提案において、廃棄物
の内容が複雑多様化しているため、
個々の市町村で処理することが困
難となり、専門の業者に処理を委託
する方が効率的かつ合理的になっ
てきているとあるが、現行において
も、市町村は必要に応じてが市町
村以外の一定の処理ノウハウを有
する者に一般廃棄物の処理業務を
委託することが可能である。

z1300019 環境省 廃棄物処理業務の民間委託の推進 5075 50750001 11 （株）北海道企画開発研究所 1 廃棄物処理業務の民間委託の推進

市町村が行っている廃棄物処理業務を
民間業者主体の処理に変えるため廃
棄物処理法第4条第1項、第2項、第6条
の2第1号並びに第7条第10項第1号等
の関連規定を改正する。

市町村は、廃棄物処理法の規定に基
づき、責任を持って一般廃棄物処理事
業を行うこととなっている。しかしなが
ら、現在では、廃棄物の内容が複雑多
様化しているため、個々の市町村で処
理することが困難となり、専門の業者に
処理を委託する方が効率的かつ合理
的になってきている。従って、一般廃棄
物処理経費（行政経費）を大幅に削減
し、民間における新規事業及び雇用の
創出を行なうことによって、日本経済の
活性化を図るため、一般廃棄物処理事
業の民間委託の促進が必要であると
考える。
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該当法令等 制度の現状
措置の
分類

措置の
内容 措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の
所管官庁 項目

要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名 要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容 要望理由 その他

（特記事項）

廃棄物処理法施行
令第２条第１２号、
第６条第３号等

火力発電所等から排出される飛灰
については、産業廃棄物に当たると
解され、産業廃棄物の埋立処分に
当たっては、廃棄物処理法施行令
第６条第３号に規定する埋立処分
の処理基準に則り、最終処分場に
埋め立てしなければならないとされ
ている。

c

飛灰は、ダイオキシンや重金属が含
まれるなど、不適正に処理されると
生活環境保全上の支障が生じるお
それがある。御要望の飛灰が不要
物である以上廃棄物処理法の適用
を受け、適正な処理が必要とされ
る。また、御要望におけるリサイクル
の方法が不明であるが、リサイクル
を行うとしても、再生前の原料として
取り扱うものが廃棄物である以上、
排出から再生品として売却、利用さ
れるまでの過程においては、ぞんざ
いに扱われることにより生活環境の
保全上支障が生ずるおそれがある
ため、廃棄物処理法の適用を除外
することは不適当である。また、鉱
物の採掘跡の地下空洞は、陥没に
よる被害に加え、採掘跡への不法
投棄が大きな社会問題とされてきた
経緯がある。そのため、周辺住民の
安全及び環境保全上の観点から、
確実な方法により充填を行うべきで
ある。

z1300020 環境省 空洞埋戻しに用いるフライアッシュ
の廃棄物処理法の適用除外 5085 50850002 11 飛島建設株式会社 2 空洞埋戻しに用いるフライアッシュ

の廃棄物処理法の適用除外

空洞埋戻しに用いる材料の一部として
火力発電所から発生するフライアッシュ
を用いる場合、フライアッシュを廃棄物
としての取り扱いの適用から除外する
こと。ただし、この埋戻し材料は安全性
が確認できたものを用いる。

リサイクル可能なフライアッシュを廃棄
物から除外することとし、このフライアッ
シュを材料の一部に用いた空洞充填工
法によって陥没などの危険性が高い石
炭・亜炭などの採掘跡の地下空洞を埋
戻す事業を行う。

地下空洞の陥没などの被害は地域の
人命や財産に重大な危害を与える大き
な社会問題になっているが、これを予
防する対策は原因者不在や資金難が
原因でほとんど進展していない。空洞
の陥没に根本的に対処するには、埋め
戻しによって地盤を安定化することが
最も確実である。その埋戻し工事として
行う充填工法の材料の一部に用いるフ
ライアッシュを廃棄物としての取り扱い
から除外することで事業の円滑な運営
を行うことができる。またこの事業は地
盤の安定化と同時に、大量に発生して
いるフライアッシュの有効利用の促進
にも有効である。

･資料１（全国の石炭・亜
炭廃坑分布）
・資料２（東海地方の例
にみる亜炭廃坑の分布
と陥没事故）
・資料３（空洞充填工
法）
・資料４（石炭火力発電
所から発生するフライ
アッシュ）

廃棄物処理法第２
条第４項、廃棄物
処理法施行令第６
条第３号等

製紙工場から排出されるペーパー
スラッジ焼却灰は、産業廃棄物に当
たると解され、産業廃棄物の埋立処
分に当たっては、廃棄物処理法施
行令第６条第３号に規定する埋立
処分の処理基準に則り、最終処分
場に埋め立てしなければならないと
されている

c

ペーパースラッジ（製紙工場の汚
泥）焼却灰は、ダイオキシンが含ま
れるなど、不適正に処理されると生
活環境保全上の支障が生じるおそ
れがある。御要望のペーパースラッ
ジ焼却灰が不要物である以上廃棄
物処理法の適用を受け、適正な処
理が必要とされる。また、御要望に
おけるリサイクルの方法が不明であ
るが、リサイクルを行うとしても、再
生前の原料として取り扱うものが廃
棄物である以上、排出から再生品と
して売却、利用されるまでの過程に
おいては、ぞんざいに扱われること
により生活環境の保全上支障が生
ずるおそれがあるため、廃棄物処
理法の適用を除外することは不適
当である。また、鉱物の採掘跡の地
下空洞は、陥没による被害に加え、
採掘跡への不法投棄が大きな社会
問題とされてきた経緯がある。その
ため、周辺住民の安全及び環境保
全上の観点から、確実な方法により
充填を行うべきである。

z1300021 環境省
空洞埋戻しに用いるペーパースラッ
ジ焼却灰の廃棄物処理法の適用除
外

5085 50850003 11 飛島建設株式会社 3
空洞埋戻しに用いるペーパースラッ
ジ焼却灰の廃棄物処理法の適用除
外

空洞埋戻しに用いる材料の一部として
製紙工場から発生するペーパースラッ
ジ焼却灰を用いる場合、焼却灰を廃棄
物としての取り扱いの適用から除外す
ること。ただし、この埋戻し材料は安全
性が確認できたものを用いる。

リサイクル可能なペーパースラッジ焼
却灰を廃棄物から除外することとし、こ
の焼却灰を材料の一部に用いた空洞
充填工法によって陥没などの危険性が
高い石炭・亜炭などの採掘跡の地下空
洞を埋戻す事業を行う。

地下空洞の陥没などの被害は地域の
人命や財産に重大な危害を与える大き
な社会問題になっているが、これを予
防する対策は原因者不在や資金難が
原因でほとんど進展していない。空洞
の陥没に根本的に対処するには、埋め
戻しによって地盤を安定化することが
最も確実である。その埋戻し工事として
行う充填工法の材料の一部に用いる
ペーパースラッジ焼却灰を廃棄物とし
ての取り扱いから除外することで事業
の円滑な運営を行うことができる。また
この事業は地盤の安定化と同時に、大
量に発生している焼却灰の有効利用の
促進にも有効である。

･資料１（全国の石炭・亜
炭廃坑分布）
・資料２（東海地方の例
にみる亜炭廃坑の分布
と陥没事故）
・資料３（空洞充填工
法）
・資料４（製紙工場から
発生するペーパースラッ
ジ焼却灰）

廃棄物処理法第２
条第４項、廃棄物
処理法施行令第６
条第３号等

下水処理施設から発生する下水汚
泥焼却灰は、産業廃棄物に当たる
と解され、産業廃棄物の埋立処分
に当たっては、廃棄物処理法施行
令第６条第３号に規定する埋立処
分の処理基準に則り、最終処分場
に埋め立てしなければならないとさ
れている

c

下水汚泥焼却灰は、ダイオキシンや
重金属が含まれるなど、不適正に
処理されると生活環境保全上の支
障が生じるおそれがある。御要望の
下水汚泥焼却灰が不要物である以
上廃棄物処理法の適用を受け、適
正な処理が必要とされる。また、御
要望におけるリサイクルの方法が不
明であるが、リサイクルを行うとして
も、再生前の原料として取り扱うも
のが廃棄物である以上、排出から
再生品として売却、利用されるまで
の過程においては、ぞんざいに扱
われることにより生活環境の保全上
支障が生ずるおそれがあるため、
廃棄物処理法の適用を除外するこ
とは不適当である。また、鉱物の採
掘跡の地下空洞は、陥没による被
害に加え、採掘跡への不法投棄が
大きな社会問題とされてきた経緯が
ある。そのため、周辺住民の安全及
び環境保全上の観点から、確実な
方法により充填を行うべきである。

z1300022 環境省 空洞埋戻しに用いる下水汚泥焼却
灰の廃棄物処理法の適用除外 5085 50850004 11 飛島建設株式会社 4 空洞埋戻しに用いる下水汚泥焼却

灰の廃棄物処理法の適用除外

空洞埋戻しに用いる材料の一部として
下水処理施設から発生する下水汚泥
焼却灰を用いる場合、焼却灰を廃棄物
としての取り扱いの適用から除外する
こと。ただし、これらの埋戻し材料は安
全性が確認できたものを用いる。

リサイクル可能な下水汚泥焼却灰を廃
棄物から除外することとし、この焼却灰
を材料の一部に用いた空洞充填工法
によって陥没などの危険性が高い石
炭・亜炭などの採掘跡の地下空洞を埋
戻す事業を行う。

地下空洞の陥没などの被害は地域の
人命や財産に重大な危害を与える大き
な社会問題になっているが、これを予
防する対策は原因者不在や資金難が
原因でほとんど進展していない。空洞
の陥没に根本的に対処するには、埋め
戻しによって地盤を安定化することが
最も確実である。その埋戻し工事として
行う充填工法の材料の一部に用いる下
水汚泥焼却灰を廃棄物としての取り扱
いから除外することで事業の円滑な運
営を行うことができる。またこの事業は
地盤の安定化と同時に、大量に発生し
ている焼却灰の有効利用の促進にも有
効である。

･資料１（全国の石炭・亜
炭廃坑分布）
・資料２（東海地方の例
にみる亜炭廃坑の分布
と陥没事故）
・資料３（空洞充填工
法）
・資料４（下水処理施設
から発生する下水汚泥
焼却灰）
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該当法令等 制度の現状
措置の
分類

措置の
内容 措置の概要（対応策） その他 管理コード
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実施内容 要望理由 その他

（特記事項）

廃棄物処理法第２
条第４項、廃棄物
処理法施行令第６
条第３号等

空洞埋戻しに用いる材料として、珪
砂工場等において珪砂を選別する
際に発生する粘土混じり微砂、ある
いは砕石工場等において砂利を選
別する際に発生する粘土が不要物
である場合、産業廃棄物に当たると
解され、産業廃棄物の埋立処分に
当たっては、廃棄物処理法施行令
第６条第３号に規定する埋立処分
の処理基準に則り、最終処分場に
埋め立てしなければならないとされ
ている

c

御要望の粘土等が不要物である汚
泥に該当する場合、不適正に処理
されると生活環境保全上の支障が
生じるおそれがあることから、廃棄
物処理法の適用を受け、適正な処
理が必要とされる。また、御要望に
おけるリサイクルの方法が不明であ
るが、リサイクルを行うとしても、再
生前の原料として取り扱うものが廃
棄物である以上、排出から再生品と
して売却、利用されるまでの過程に
おいては、ぞんざいに扱われること
により生活環境の保全上支障が生
ずるおそれがあるため、廃棄物処
理法の適用を除外することは不適
当である。また、鉱物の採掘跡の地
下空洞は、陥没による被害に加え、
採掘跡への不法投棄が大きな社会
問題とされてきた経緯がある。その
ため、周辺住民の安全及び環境保
全上の観点から、確実な方法により
充填を行うべきである。

z1300023 環境省
空洞埋戻しに用いる粘土混じり微砂
および粘土の廃棄物処理法の適用
除外

5085 50850005 11 飛島建設株式会社 5
空洞埋戻しに用いる粘土混じり微砂
および粘土の廃棄物処理法の適用
除外

空洞埋戻しに用いる材料として、珪砂
工場等において珪砂を選別する際に発
生する粘土混じり微砂、あるいは砕石
工場等において砂利を選別する際に発
生する粘土を用いる場合、これらを廃
棄物としての取り扱いの適用から除外
すること。ただし、これらの材料は安全
性が確認できたものを用いる。

珪砂工場および採石工場で発生するリ
サイクル可能な粘土混じり微砂および
粘土を廃棄物から除外することとし、こ
れらを材料に用いた空洞充填工法に
よって陥没などの危険性が高い石炭・
亜炭などの採掘跡の地下空洞を埋戻
す事業を行う。

地下空洞の陥没などの被害は地域の
人命や財産に重大な危害を与える大き
な社会問題になっているが、これを予
防する対策は原因者不在や資金難が
原因でほとんど進展していない。空洞
の陥没に根本的に対処するには、埋め
戻しによって地盤を安定化することが
最も確実である。その埋戻し工事として
行う充填工法の材料に用いる粘土混じ
り微砂あるいは粘土を廃棄物としての
取り扱いから除外することで事業の円
滑な運営を行うことができる。またこの
事業は地盤の安定化と同時に、大量に
発生している粘土混じり微砂および粘
土の有効利用の促進にも有効である。

･資料１（全国の石炭・亜
炭廃坑分布）
・資料２（東海地方の例
にみる亜炭廃坑の分布
と陥没事故）
・資料３（空洞充填工
法）
・資料４（産業副産物活
用の道を開いた地下空
洞充填工法）

廃棄物処理法施行
令第２条第９号、第
６条第３号等

公共建設工事に伴い発生するコン
クリート塊が不要物である場合、産
業廃棄物に当たると解され、廃棄物
処理法施行令第６条第３号に規定
する埋立処分の処理基準に則り、
最終処分場に埋め立てしなければ
ならないとされている

c

再利用を行うとしても、３０㎝以下に
小割する前の原料として取り扱うコ
ンクリート塊が廃棄物である以上、
排出から再生品として売却、利用さ
れるまでの過程においては、ぞんざ
いに扱われることにより生活環境の
保全上支障が生ずるおそれがある
ため、廃棄物処理法の適用を除外
することは不適当である。一方、御
要望のコンクリート塊が有償売却で
きる性状のものであれば、廃棄物処
理法の適用が除外される。

z1300024 環境省
公共建設工事に伴い発生するコン
クリート塊の廃棄物処理法適用除
外

5094 50940001 11 和歌山県 1
公共建設工事に伴い発生するコン
クリート塊の廃棄物処理法適用除
外

公共建設工事に伴い発生するコンク
リート塊を廃棄物処理法適用除外とし、
現場内あるいは工事間流用で再利用
できるようにする。

工事に伴い発生するコンクリート塊を３
０ｃｍ以下に小割りし、道路路体、河川
堤防の盛土材として使用する。等

コンクリート塊を現場内あるいは工事間
流用で再利用する事により、処分費用
を削減し、コスト縮減を図る。

補助金等に係る予
算の執行の適正化
に関する法律第２
２条
補助金等に係る予
算の執行の適正化
に関する法律施行
令第１４条第１項第
２号

適正化法施行令に基づき財産処分
年限を定めている。 ｃ Ⅱ、Ⅲ

　要望事項における「既存の政令の
廃止」については、補助金等に係る
予算の執行の適正化に関する法律
施行令第１４条第１項第２号におい
て「補助金等の交付の目的及び当
該財産の耐用年数を勘案して各省
各庁の長が定める期間・・・」と定め
られている限り、廃止することは出
来ないものである。
　ただし、同種の財産について処分
制限期間を統一すべく、法令等の改
正が行われることとなった場合、当
省の運用面において特段の問題は
ないと思料される。

z1300025 環境省 補助金適正化法の運用の一元化 5094 50940005 11 和歌山県 5 補助金適正化法の運用の一元化

補助金適正化法に基づく処分制限期
間については、各府省庁が別途政令で
制定するのではなく、財務省令にて、処
分制限期間の統一（一本化）を図り、既
存の政令は各府省庁において廃止さ
れたい。

　

・補助金適正化法第２２条に基づく財産
処分制限期間は、各府省庁の政令に
より別途定めるとされており、現状で
は、各府省庁の政令を定める時期によ
りばらつきが見られ、さらに改正後の但
し書きには、財務省令に連動した処分
制限期間ではなく、改正後に取得した
財産にのみ適用が受けるように政令で
告示されている。国の補助金を活用し、
整備したもの（例　鉄筋コンクリート）や
購入したもの（パソコン・サーバ）が同じ
であるにもかかわらず、補助金の種類
によって異なる処分制限期間となって
いる。
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該当法令等 制度の現状
措置の
分類

措置の
内容 措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の
所管官庁 項目

要望
管理番号

要望事項
管理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名 要望
事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容 要望理由 その他

（特記事項）

自動車NOｘ・PM
法、大気汚染防止
法

自動車NOｘ・PMに基づき、対策地
域のトラック・バス等、ディーゼル乗
用車のうち排出基準を満たさないも
のについては、一定の期間が経過
した後、自動車検査証を交付しない
規制措置（車種規制）を講じている。

ｃ －

①自動車ＮＯｘ・ＰＭ法により、特に
大気汚染の厳しい大都市圏に限っ
た特別な規制として、道路運送車両
法に基づく自動車登録制度を活用
した車種規制を行うなど同法に基づ
く平成２２年度までに環境基準を概
ね達成させる目標に向け懸命の努
力を傾けているところ。
　自動車登録制度によらず流入車
の規制を行う場合においては、その
担保手段となるべき路上取締りの
体制整備や違反車両の確認方法の
確立等も必要となるが、自治体に
よって体制や予算規模が大きく異な
る現状を鑑みると、対策地域全体に
流入する車をも含めた走行規制を
国の制度として一律に導入すること
は困難。また、大気環境の良好な地
域にまで、かかる特別の規制を及
ぼすことは過剰規制となる。
②昨年度から使用過程車の排ガス
性状の劣化等について調査を実施
中。この調査結果を踏まえ、各府省
と連携し、使用過程車の排出ガス性
能を良好に維持・確保する方策につ
いて検討していく。

z1300026 国土交通省、環
境省

ディーゼル車の使用過程車対策の
抜本的な見直し 5095 50950016 11 東京都 16 ディーゼル車の使用過程車対策の

抜本的な見直し

①自動車ＮＯｘ・ＰＭ法では車検制度に
よって、違反車両は対策地域に登録す
ることができなくなるが、当該地域の環
境改善のため、地域外からの流入車を
規制の対象とするなど、抜本的な使用
過程車対策を実施すること。

②車検の時の使用過程車規制につい
て、実効性ある対策を実施するため、
大気汚染防止法に基づく基準値を設定
すること。

・都における深刻な大気汚染の根本的
な原因は、国の自動車排出ガス規制の
遅れにある。
・大気汚染を改善し、都民、国民の生命
と健康を守るためには、国の責任で使
用過程車対策の抜本的な見直しを行う
必要がある。

廃棄物処理法

近年、軽油取引税の脱税目的で、
重油と軽油を混ぜ、不純物を取り除
いた過程で生じた硫酸ピッチが処理
されず放置され、容器の腐食による
流出及び性状変化による亜硫酸ガ
スの発生による人の健康又は生活
環境に著しい被害を生ずる事案が
社会問題となっている。
廃棄物処理法では、廃棄物処理の
各段階において適正処理を義務付
けているが、従来改善命令に従わ
なかった場合の間接的な担保として
罰則を設けている。
しかし、硫酸ピッチに関しては生活
環境の保全上支障を生ずるような
場合もあることから、廃棄物処理法
を改正し、硫酸ピッチを指定有害廃
棄物に指定し、定められた基準以
外での処理を禁止し、これに違反し
た場合は、不法投棄及び不法焼却
と同等の量刑による直罰とした。
（本改正は、平成１６年４月２８日か
ら６ヶ月以内に施行される予定）

ｄ

今回の法廃棄物処理法の改正によ
り、
行政機関及び警察にあっては、早
期の発見、摘発が実施され、生活
環境の保全上の支障が生ずる前に
対策が講ぜられるものと考えてい
る。

z1300027 環境省 不正軽油対策 5095 50950017 11 東京都 17 不正軽油対策

不正軽油による環境悪化を防止すると
ともに、流通形態の多様化に伴う脱
税、滞納などの問題に対処するため、
不正軽油の製造を禁止するなど、抜本
的な対策を早急に講じること。

・平成16年度の廃棄物処理法の改正で
は硫酸ピッチの保管基準等の強化等
がなされ、平成16年度の地方税改正で
は、軽油引取税の脱税にかかる罰則
の引き上げ及び不正軽油の譲受に関
する罰則の創設等が盛り込まれた。
・しかし現行法では不正軽油を製造す
る行為や硫酸ピッチの不法投棄を根絶
することは極めて困難である。

環境基本法第１６
条

環境基準は、環境基本法に基づき
設定される「人の健康を保護し、及
び生活環境を保全する上で維持さ
れることが望ましい基準」であり、政
府は、公害の防止に関する施策を
総合的かつ有効適切に講ずること
により、環境基準が確保されるよう
努めなければならないとされてい
る。大気汚染に係る環境基準として
は現在、二酸化硫黄、一酸化炭素、
浮遊粒子状物質、二酸化窒素、光
化学オキシダントの5物質のほか、
ベンゼン、トリクロロエチレン、テトラ
クロロエチレン、ジクロロメタンの４
つの有害大気汚染物質について設
定されている。

ｂ Ⅲ

　粒径2.5μm以下の微小粒子状物
質（いわゆるＰＭ2.5）の健康影響に
ついては、平成11年度から「微小粒
子状物質等の曝露影響調査研究」
を実施し、健康影響に係る知見の
収集・充実を図るとともに、平成13
年度から（平成18年度までの予定）
全国的な長期疫学調査を実施して
いる。環境基準の設定については、
当該結果及び諸外国の知見や規制
に関する動向等をも踏まえつつ、そ
の必要性も含めて検討することとし
ている。
　なお、粒子状物質対策について
は、粒径10μm以下の粒子状物質
に係る環境基準を設定し、大気汚
染防止法や自動車NＯx・ＰＭ法に基
づく規制等、基準達成に向けた施策
を講じているところであり、これらの
取組は、ＰＭ2.5等の低減にも寄与
するものと考えている。

z1300028 環境省 ディーゼル排出微小粒子の環境基
準の設定 5095 50950018 11 東京都 18 ディーゼル排出微小粒子の環境基

準の設定

大気汚染の原因であるディーゼル排出
微粒子など微小粒子（ＰＭ2.5）について
の環境基準を設定すること。

・微小粒子については、その濃度と呼
吸器や循環器系疾患などと強い関連
性を示す報告がある。
・ディーゼル排出微粒子のほとんどが
微小粒子と言われている。
・微小粒子についての環境基準の設定
を行うなど、微小粒子状物質等による
大気汚染から都民の健康と生命を守る
実効性のある対策をとる必要がある。
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